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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期

第３四半期連結
累計期間

第43期
第３四半期連結
累計期間

第42期
第３四半期連結
会計期間

第43期
第３四半期連結
会計期間

第42期

会計期間

自平成20年
　４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
　４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
　４月１日
至平成21年
　３月31日

売上高　　　　　　　　 （千円） 5,121,732   3,388,8321,626,766   1,219,970   6,263,070

経常損失(△)　　　　　 （千円） △74,973    △84,895 △67,290    △13,794   △169,366

四半期(当期)純損失(△)（千円） △57,281    △75,874 △52,964   △14,473   △154,953

純資産額　　　　　　　 （千円） ― ― 1,166,163    965,012   1,033,664

総資産額　　　　　　 　（千円） ― ― 3,232,252   2,512,770   2,583,050

１株当たり純資産額　　 　（円） ― ― 160.99    136.02  145.97

１株当たり四半期(当期)純損失金

額(△)　　　　　　　　 　（円）
△8.12    △10.75 △7.51     △2.05    △21.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額　　 　（円）
―     ― ―     ―  ―

自己資本比率　　　　　 　（％） ― ― 35.1     38.2 39.9

営業活動による

キャッシュ・フロー　　 （千円）

    

△185,223

    △

225,455
― ―    △193,333

投資活動による

キャッシュ・フロー　 　（千円）
169,610    △18,028 ― ―     160,402

財務活動による

キャッシュ・フロー　 　（千円）
△184,167    △12,810 ― ―    △183,913

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高　　　 　　（千円）
― ― 920,934    647,645    904,476

従業員数　　　　　　 　　（人） ― ― 87     72     86

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。　　　　　　

２. 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。 

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要　

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人）     72 (41)

　（注）従業員は就業人員であり、臨時雇用者等は、(  )外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人）     69 (24)

　（注）従業員は就業人員であり、臨時雇用者等は、(  )外数で記載しております。

 

EDINET提出書類

株式会社創健社(E02791)

四半期報告書

 3/26



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは卸売業を主たる事業としているため、生産及び受注の状況は記載しておりません。

　また、当社グループの事業は同一セグメントであり、当第３四半期連結会計期間の販売及び仕入実績を事業の種類

別セグメントごと及び事業部門ごとに示すことができないため、品目別に示すと、次のとおりであります。

(1）販売実績

品目

当第３四半期連結会計期間

 前年同四半期比(％)

　

（自　平成21年10月１日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　 至　平成21年12月31日）

金額(千円) 構成比(％)

 油脂、乳製品    163,246     13.4     96.6

 調味料    392,502     32.2     80.6

 嗜好品、飲料    186,852     15.3    83.2

 乾物、雑穀    103,031     8.4    70.7

 副食品    289,947     23.8    82.3

 栄養補助食品    72,921     6.0     36.1

 その他     11,469     0.9     25.0

合計     1,219,970     100.0     75.0

※１　主要顧客(総販売実績に対する割合が10％以上)に該当するものはありません。

　　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　(2）仕入実績

品目

当第３四半期連結会計期間

前年同四半期比(％)　

（自　平成21年10月１日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　 至　平成21年12月31日）

金額(千円) 構成比(％)

 油脂、乳製品     121,798     13.2 94.0　

 調味料    294,224     31.7 75.5　

 嗜好品、飲料     158,379    17.1 94.4　

 乾物、雑穀     81,684    8.8 68.3　

 副食品     194,106     20.9 76.7　

 栄養補助食品     49,374     5.3 30.7　

 その他     27,870     3.0 57.1　

合計     927,438     100.0 73.1　

 　　 ※　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当社グループは、当第３四半期連結会計期間において16,570千円の営業損失、14,473千円の四半期純損失を計上

し、四半期(当期)純損失は平成１６年３月期より当第３四半期連結会計期間まで長期間継続しております。平成２

０年３月期の連結会計年度の営業利益については、1,236千円を計上しましたが、それを除き、営業損失が平成１７

年３月期より当第３四半期連結会計期間まで長期間継続しております。当該状況から、当社グループには継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)におけるわが国経済は、昨年度におけ

る金融危機に端を発する景気の悪化に一部回復の兆しがみられるものの、雇用情勢や所得環境が好転するには

至っておらず、個人消費の低迷など、依然として厳しい消費環境が続いております。

当社グループを取り巻く食品業界におきましても、企業間の競争は一層厳しさを増しており、消費者の生活防

衛意識による低価格志向や節約志向による買い控え傾向は改善の兆しがみられませんでした。　

このような厳しい経営環境のもと、当社グループは経営資源の「選択と集中」「業務改革」により生産性の向

上、利益の確保を確かにするために、前連結会計年度から翌連結会計年度までの新中期経営計画『創健社「選択

と集中」』の実行と改善を行いました。

当第３四半期連結会計期間における当社グループの商品品目別売上高については、「栄養補助食品」「調味料」

「副食品」など軒並み減少しましたが、プライベートブランド商品の拡販に努めた結果、粗利率は上昇し、単品別に

はジロロモーニシリーズ、えごま一番（しそ油）など順調に売上を伸ばすものもありました。しかしながら全体と

しては、改善前の中期経営計画に基づいて不採算商品の絞り込みを行ったことによる影響と、また、消費の低迷が予

想を超えたことから、前第３四半期連結累計期間と比べて大幅な売上高の減少となりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間における当社グループは、売上高１２億１９百万円（前年同四半期比２５.

０％減）となり、販売費及び一般管理費は１億２９百万円削減し、３億３２百万円（前年同四半期比２８．０％

減）になりましたが、売上高の減少が響き、営業損失は１６百万円（前年同四半期は営業損失６５百万円）となり

ました。また、経常損失は１３百万円（前年同四半期は経常損失６７百万円）となり、四半期純損失は１

４百万円（前年同四半期は四半期純損失５２百万円）となりました。

　

　　(2) 財政状態の分析

 

（資産）

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて６８百万円の減少となりました。この主な要因は、売上高の季節変動

により受取手形及び売掛金１億４６百万円の増加したものの、買掛金の支払についてファクタリングを実施し

たことと、役員退職慰労金の支払によることなどにより現金及び預金が２億５６百万円減少したこと

などによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末とほぼ同額の７億６７百万円となりました。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて７０百万円減少し、２５億１２百万円となりました。

（負債）

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて１億２６百万円の増加となりました。この主な要因は、売上高の季節

変動に伴う仕入高の増加により、支払手形及び買掛金９３百万円の増加等が大きかったことなどによるもので

あります。 固定負債は、前連結会計年度末に比べて１億２７百万円の減少となりました。この主な要因は、長期

借入金が９６百万円、役員退職慰労引当金２６百万円減少したことなどによるものであります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末とほぼ同額の１５億４７百万円となりました。　

（純資産）

　純資産は、前連結会計年度末に比べて６８百万円の減少となりました。この主な要因は、四半期純損失７５百

万円によるものであります。

　この結果、純資産合計は、９億６５百万円となりました。　

 

　　(3) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、営業活動の結

果５２百万円及び投資活動の結果６百万円を使用し、財務活動の結果１８百万円を得て、第２四半期連結会計期間

末に比べて４０百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末には６億４７百万円（前年同四半期比２億７３百万円

減）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間の営業活動に係るキャッシュ・フローとして仕入債務２億４１百万円の増加によ

り、一部相殺されたものの、売上債権の２億５１百万円増加と、たな卸資産の２３百万円増加及び未払消費税等が

４百万円減少したことにより、営業活動の結果使用した資金は５２百万円（前年同四半期比１億４３百万円減）

となりました。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローとして主に有形固定資産の取得による支出

４百万円により、投資活動で使用した資金は６百万円（前年同四半期比１５百万円減）となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

長期借入金３１百万円を返済したことにより一部相殺されたものの、短期借入金の純増による５０百万円

が大きかったことにより、財務活動の結果、得られた資金は１８百万円（前年同四半期は１１百万円の使用）

となりました。 

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動 

　当社グループは、「地球環境を大切にし、食生活の改善を通して人々の健康的な生活向上に貢献する」を経営理念

とし、現代人の「食」の問題を考え、原材料や製法にこだわり、化学調味料や香料・着色料・保存料等について不要

な添加物を使用せず、「安心・安全」で「おいしく」「栄養的・機能的価値のある」食品を提供することを基本方

針としております。研究開発活動につきましては、商品開発本部商品開発部において、基本方針に則した商品開発並

びにリニューアルを行っております。主な活動の状況といたしましては、当第３四半期連結会計

期間において、主に下記の商品を発売いたしました。

① ジロロモーニ「デュラム小麦　有機リングイネ」「同　有機スパゲッティーニ」　２品

　ジロロモーニは、スローフード大国イタリアで有機農業の第一人者として知られるジーノ・ジロロモーニ氏が

手がける本格イタリア食材のオーガニック食品シリーズです。今回は定番人気のロングパスタ２品を加え、品揃

えを充実させました。リングイネは幅が広い麺で濃いめのクリームソース等に、またスパゲッティーニは

細めの麺で軽めのトマトソース等によく合います。

② 「国産野菜の五目炊き込み御飯の素」　１品

　国内産野菜（ごぼう、人参、れんこん、しいたけ）と国内産こんにゃくを煮干、かつお、昆布の風味豊かな和風だ

しで仕上げた五目炊き込み御飯の素です。和風にこだわり、魚以外の肉や肉エキスを使用しておりませ

ん。ご好評を頂いている「国産野菜の五目ちらし寿司」の姉妹品です。

③ メイシーちゃんのおきにいり 「さんかくおむすびのおせんべい」「りんごとぶどうのマシュマロ」 ２品

　英国の人気絵本キャラクターで、日本でも小さいお子様におなじみの「メイシーちゃん」を題材にした商品シ
リーズです。原材料の持つ自然なおいしさにこだわりました。三角おむすびの形をした、サクッと香ばしいおせん

べいと、国内産りんご果汁とぶどう果汁を使用した個包装のマシュマロです。お子様がお召し上がりや

すいサイズに作りました。

④ 「お米と大豆のコーンシチュールウ（フレークタイプ）」　１品

　国内産米粉、北海道産コーン、国内産大豆を使用したコーンシチュールウです。乳製品、ラードや牛脂、動物性の

ブイヨン・エキス等、動物性原料を一切使用せずに植物性素材のみで作りました。野菜の旨み、コーンと大豆のま

ろやかなコクが美味しい、やさしい味わいのコーンシチュールウです。ご好評を頂いているカレー

やデミグラス風ソースの植物素材シリーズ新製品です。

⑤ 「小麦胚芽」　１品

　中々国内産では手に入らない、主にアメリカ・カナダ・オーストラリア産の小麦の貴重な胚芽のみを国内工場

で丁寧に香ばしく焙煎しました。食物繊維、ビタミン、ミネラル等、現代人に必要な成分が豊富です。粉末ですの

で、そのままでも、またヨーグルト、豆乳等に加えても美味しくお召し上がり頂けます。当社のロングセラー商品

として定評がありますが、新しいお客様へのアピールを目指し、40年ぶりにパッケージ・デザインを一新、内容量

を変更、便利なチャック付き袋にしました。この春リニューアルして好評の「玄米胚芽」の姉

妹品です。

　

　上記に加えて、お客様の不安を少しでも解消するとともに、国内産原料の維持・促進を図る為、海外原料につい

ては有機栽培や海外でのみ安定供給が可能なものに限定し、主要原材料としては第一に国内産原料を使用、また

他の原材料についても可能な限り国内産を使用する等のリニューアルを引き続き進めております。当

第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は７百万円です。

　なお、当社グループの事業は、主に健康自然食品の卸売業として同一セグメント、同一事業部門により構成

されております。
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(6)　重要事象等について

　事業等のリスクに記載したとおり、当社グループには将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑

義を生じさせるような事象または状況が存在しております。

そこで、以下の施策を実施して当該状況の解消又は改善に努めてまいります。

　

経営計画における施策

① 不採算部門の閉鎖

　平成22年３月までの間に、当社の組織を見直し、不採算部門を閉鎖する予定です。この不採算部門の閉鎖により、

翌連結会計年度では売上高、売上総利益の減少に繋がりますが、その売上総利益額以上の販売費及び一般管理費

の減少が期待されます。

　

② 業務改善による経費削減

　これまでの物流や営業拠点の統廃合を踏まえ、業務内容の向上と人員のスリム化、経費削減を行うため、積極的

にインターネットやハンディターミナルによる受注の促進や受注業務の平準化・合理化を進めております。これ

らの改善により、多くの人手と時間を要していたものが、現有の社員、パートより少ない人数で運営できるように

なり、その効果は、前連結会計年度から現れており、今後も業務改善を継続することで業務の効

率化と人件費の抑制に努めてまいります。

　

③ 物流改善並びに物流費削減

　経費を抑えるとともに、物流管理の向上を図るため、すべての物流業務の見直しを行い、前連結会計年度に物流

センターを従来の東京都八王子市から群馬県みどり市に移転、及び受注センターを従来の神奈川県横浜市から群

馬県太田市に移転し、新しい体制で運営を始めました。第１四半期連結会計期間より本格的な改善効果が出てお

り、また当第３四半期連結会計期間より倉庫内の空きスペースを利用して他社商品を保管して入出庫料を頂くな

ど、引き続き整備と合理化を進め、販売費及び一般管理費の更なる低減を目指してまいります。

　

④ 商品開発の改善による販売促進

　プライベートブランド商品のアピールと高付加価値化を目指してまいります。特に当連結会計年度においては、

新商品の開発とともに、プライベートブランド商品のリニューアルを積極的に行い、より自然な素材を使用し風

味を向上させ、また使いやすく買い求めやすい量に変更するなど、従来のご愛用者とともに新しい顧客

にもアピールし、従来商品の活性化とともに売上高への寄与に繋げてまいります。

　プライベートブランド商品は他社ブランド商品を取り扱うのに比べ、商品の企画開発コスト並びに品質管理コ

ストがかかるデメリットがありますが、他社との差別化による付加価値がつけられ、商品により直接当社グルー

プを消費者にアピールすることが出来、また粗利率の向上が図られるというメリットがあります。引き続き安心

安全志向に適う付加価値のある商品開発とリニューアルを積極的に続けるとともに、コストを有効に

管理し、販売強化による売上と採算性の向上を図ってまいります。

　

⑤ 通販チャネルの売上拡大のための整備

　翌連結会計年度より通販チャネルの売上を拡大する予定です。そのため、当連結会計年度中に子会社を含めたグ

ループ全体の組織を見直し、その結果、子会社である「株式会社風と光のファクトリー」を平成22年１月に商号

を「株式会社おいしい」とし、本店所在地も横浜市神奈川区より群馬県太田市に変更しており、通販チャネル用

の受発注システム構築・価格表の作成・個人顧客名簿の整備・代金回収ツールの拡大等を行います。

　

⑥ 新中期経営計画の実行と見直し

　上記施策を実施するにあたり、経営資源の「選択と集中」「業務改革」により生産性の向上、利益の確保を確か

にするために、平成20年度から平成22年度の新中期経営計画を平成20年４月に作成、実行しております。また、平

成20年度の実績を踏まえ、平成21年６月に一部見直しを行っております。さらに、第２四半期連結累計期間の実績

を踏まえ、同年10月に改定版を作成しました。今後も引き続き、達成状況並びに市場の動向に

ついて絶えず見直し、改善を図ってまいります。

　しかし、これらの施策の一部は関係者との協議を行いながら進めている途上であるため、現時点では継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

  

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式  20,000,000

計  20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式     7,055,000     7,055,000
 ジャスダック　　　証券

取引所

単元株式数

1,000株

計     7,055,000     7,055,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成21年10月１日～

 平成21年12月31日
－ 7,055,000 －  920,465 －  411,979

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成21年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

 無議決権株式 ― ― ―

 議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

 議決権制限株式(その他) ― ― ―

 完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)
 普通株式

    2,000
― ―

 完全議決権株式(その他)
 普通株式

    7,044,000
7,044 ―

 単元未満株式
 普通株式

    9,000
― ―

 発行済株式総数
 

    7,055,000
― ―

 総株主の議決権 ― 7,044 ―

  (注)　１「完全議決権株式(その他)」欄には証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権４個)含まれてお

ります。

　　　　２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式950株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成21年12月31日現在

 所有者の氏名　　又
は名称

 所有者の住所
 自己名義　　所
有株式数(株)

 他人名義　　所
有株式数(株)

 所有株式数　
の合計　　(株)

 発行済株式　　総
数に対する　　所有
株式数　　　の割合

(％)

 ㈱創健社
 横浜市神奈川区片倉二丁目

 37番11号
    2,000 ―     2,000     0.03

 計 ―     2,000 ―     2,000     0.03

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）    120     112     102     105     112     111     105     101     110

最低（円）     108     95     97     97     99     103     99     88     86

　（注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人保森

会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 635,397 892,242

受取手形及び売掛金 843,434 697,061

有価証券 12,247 12,234

商品及び製品 185,019 164,031

仕掛品 146 226

原材料及び貯蔵品 22,616 22,059

その他 47,755 35,357

貸倒引当金 △1,387 △9,482

流動資産合計 1,745,229 1,813,730

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 311,578 300,665

減価償却累計額 △225,050 △221,098

建物及び構築物（純額） 86,527 79,567

土地 81,085 81,085

その他 233,754 223,218

減価償却累計額 △198,370 △185,268

その他（純額） 35,384 37,949

有形固定資産合計 202,997 198,601

無形固定資産 20,958 19,669

投資その他の資産

投資有価証券 186,773 173,933

保険積立金 57,736 86,346

長期預金 257,181 257,181

その他 88,277 109,199

貸倒引当金 △46,384 △75,612

投資その他の資産合計 543,583 551,048

固定資産合計 767,540 769,320

資産合計 2,512,770 2,583,050
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 780,207 686,498

短期借入金 339,640 256,950

賞与引当金 － 7,700

未払法人税等 9,394 12,814

その他 92,787 131,734

流動負債合計 1,222,029 1,095,697

固定負債

長期借入金 59,000 155,900

退職給付引当金 161,830 166,614

役員退職慰労引当金 62,200 89,100

繰延税金負債 8,495 4,633

負ののれん 1,247 1,995

その他 32,954 35,444

固定負債合計 325,727 453,689

負債合計 1,547,757 1,549,386

純資産の部

株主資本

資本金 920,465 920,465

資本剰余金 411,979 411,979

利益剰余金 △384,996 △309,122

自己株式 △763 △763

株主資本合計 946,684 1,022,559

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 12,599 6,849

評価・換算差額等合計 12,599 6,849

少数株主持分 5,728 4,255

純資産合計 965,012 1,033,664

負債純資産合計 2,512,770 2,583,050
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 5,121,732 3,388,832

売上原価 3,884,071 2,470,772

売上総利益 1,237,661 918,059

販売費及び一般管理費 ※1
 1,305,567

※1
 1,007,477

営業損失（△） △67,905 △89,417

営業外収益

受取利息 1,957 1,576

受取配当金 1,895 2,132

破損商品賠償金 1,667 951

負ののれん償却額 － 748

持分法による投資利益 － 3,023

その他 2,249 3,481

営業外収益合計 7,770 11,913

営業外費用

支払利息 8,735 6,277

為替差損 1,024 628

持分法による投資損失 5,062 －

その他 16 485

営業外費用合計 14,838 7,391

経常損失（△） △74,973 △84,895

特別利益

固定資産売却益 4,031 －

貸倒引当金戻入額 － 5,276

保険解約返戻金 19,476 13,497

その他 146 －

特別利益合計 23,654 18,773

特別損失

固定資産売却損 39 －

固定資産除却損 － 1,453

投資有価証券評価損 1,612 －

その他 506 －

特別損失合計 2,158 1,453

税金等調整前四半期純損失（△） △53,478 △67,575

法人税、住民税及び事業税 7,413 8,196

法人税等調整額 9,371 －

法人税等合計 16,785 8,196

少数株主利益又は少数株主損失（△） △12,982 102

四半期純損失（△） △57,281 △75,874
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 1,626,766 1,219,970

売上原価 1,230,806 904,483

売上総利益 395,960 315,487

販売費及び一般管理費 ※1
 461,093

※1
 332,058

営業損失（△） △65,133 △16,570

営業外収益

受取利息 656 604

受取配当金 665 698

為替差益 － 172

負ののれん償却額 － 249

持分法による投資利益 － 1,653

その他 1,014 1,198

営業外収益合計 2,336 4,576

営業外費用

支払利息 2,672 1,783

為替差損 1,395 －

持分法による投資損失 424 －

その他 － 16

営業外費用合計 4,493 1,800

経常損失（△） △67,290 △13,794

特別利益

固定資産売却益 4,031 －

貸倒引当金戻入額 12,207 2,100

特別利益合計 16,239 2,100

特別損失

固定資産売却損 － 7

投資有価証券評価損 1,612 －

その他 172 －

特別損失合計 1,784 7

税金等調整前四半期純損失（△） △52,835 △11,701

法人税、住民税及び事業税 2,346 2,735

法人税等合計 2,346 2,735

少数株主利益又は少数株主損失（△） △2,217 35

四半期純損失（△） △52,964 △14,473
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △53,478 △67,575

減価償却費 17,789 25,847

負ののれん償却額 － △748

投資有価証券評価損益（△は益） 1,612 －

固定資産除却損 316 1,453

投資有価証券売却損益（△は益） △146 －

会員権売却損益（△は益） 190 －

固定資産売却損益（△は益） △3,992 －

保険返戻金 △19,476 △13,497

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,484 △21,464

貸倒引当金の増減額（△は減少） 33,544 △5,276

賞与引当金の増減額（△は減少） △17,793 △7,700

退職給付引当金の増減額（△は減少） △16,311 △4,784

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1,800 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,500 △26,900

仕入割引 － △1,506

受取利息及び受取配当金 △4,007 △3,708

支払利息 8,735 6,277

為替差損益（△は益） 643 537

売上債権の増減額（△は増加） △112,155 △155,686

仕入債務の増減額（△は減少） 16,209 96,727

未払消費税等の増減額（△は減少） △16,875 △2,366

持分法による投資損益（△は益） 5,062 △3,023

その他 △11,197 △39,926

小計 △167,113 △223,320

利息及び配当金の受取額 2,861 2,912

利息の支払額 △7,963 △5,703

法人税等の支払額 △13,006 △2,396

未収還付消費税等の受取額 － 3,053

営業活動によるキャッシュ・フロー △185,223 △225,455

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △122,181 －

定期預金の払戻による収入 202,181 －

投資有価証券の取得による支出 △206 △206

投資有価証券の売却による収入 431 －

有形固定資産の取得による支出 △37,356 △45,987

有形固定資産の売却による収入 8,441 －

貸付けによる支出 △2,252 △1,098

貸付金の回収による収入 639 901

保険積立金の積立による支出 △35,504 △2,958

保険積立金の払戻による収入 165,500 45,065

その他 △10,082 △13,744

投資活動によるキャッシュ・フロー 169,610 △18,028
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △132,867 △114,210

少数株主からの払込みによる収入 － 1,400

少数株主への配当金の支払額 △1,300 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △184,167 △12,810

現金及び現金同等物に係る換算差額 △643 △537

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △200,423 △256,831

現金及び現金同等物の期首残高 1,121,357 904,476

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 920,934

※1
 647,645
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

　当社グループは、当第３四半期連結会計期間において16,570千円の営業損失、14,473千円の四半期純損失を計上し、四半

期(当期)純損失は平成１６年３月期より当第３四半期連結会計期間まで長期間継続しております。平成２０年３月期の

連結会計年度の営業利益については、1,236千円を計上しましたが、それを除き、営業損失が平成１７年３月期より当第３

四半期連結会計期間まで長期間継続しております。当該状況から、当社グループには継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような状況が存在しております。

そこで、以下の施策を実施して当該状況の解消又は改善に努めてまいります。

　

経営計画における施策　

① 不採算部門の閉鎖

　平成22年３月までの間に、当社の組織を見直し、不採算部門を閉鎖する予定です。この不採算部門の閉鎖により、翌連結

会計年度では売上高、売上総利益の減少に繋がりますが、その売上総利益額以上の販売費及び一般管理費の減少が期待さ

れます。

　

② 業務改善による経費削減

　これまでの物流や営業拠点の統廃合を踏まえ、業務内容の向上と人員のスリム化、経費削減を行うため、積極的にイン

ターネットやハンディターミナルによる受注の促進や受注業務の平準化・合理化を進めております。これらの改善によ

り、多くの人手と時間を要していたものが、現有の社員、パートより少ない人数で運営できるようになり、その効果は、前

連結会計年度から現れており、今後も業務改善を継続することで業務の効率化と人件費の抑制に努めてまいりま

す。　

　

③ 物流改善並びに物流費削減

　経費を抑えるとともに、物流管理の向上を図るため、すべての物流業務の見直しを行い、前連結会計年度に物流センター

を従来の東京都八王子市から群馬県みどり市に移転、及び受注センターを従来の神奈川県横浜市から群馬県太田市に移

転し、新しい体制で運営を始めました。第１四半期連結会計期間より本格的な改善効果が出ており、また当第３四半期連

結会計期間より倉庫内の空きスペースを利用して他社商品を保管して入出庫料を頂くなど、引き続き整備と合理

化を進め、販売費及び一般管理費の更なる低減を目指してまいります。

　

④ 商品開発の改善による販売促進

　プライベートブランド商品のアピールと高付加価値化を目指してまいります。特に当連結会計年度においては、新商品

の開発とともに、プライベートブランド商品のリニューアルを積極的に行い、より自然な素材を使用し風味を向上させ、

また使いやすく買い求めやすい量に変更するなど、従来のご愛用者とともに新しい顧客にもアピールし、従来商品

の活性化とともに売上高への寄与に繋げてまいります。

　プライベートブランド商品は他社ブランド商品を取り扱うのに比べ、商品の企画開発コスト並びに品質管理コストがか

かるデメリットがありますが、他社との差別化による付加価値がつけられ、商品により直接当社グループを消費者にア

ピールすることが出来、また粗利率の向上が図られるというメリットがあります。引き続き安心安全志向に適う付加価値

のある商品開発とリニューアルを積極的に続けるとともに、コストを有効に管理し、販売強化による売上と採算

性の向上を図ってまいります。　

　

⑤ 通販チャネルの売上拡大のための整備

　翌連結会計年度より通販チャネルの売上を拡大する予定です。そのため、当連結会計年度中に子会社を含めたグループ

全体の組織を見直し、その結果、子会社である「株式会社風と光のファクトリー」を平成22年１月に商号を「株式会社お

いしい」とし、本店所在地も横浜市神奈川区より群馬県太田市に変更しており、通販チャネル用の受発注システム構築・

価格表の作成・個人顧客名簿の整備・代金回収ツールの拡大等を行います。
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当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

⑥ 新中期経営計画の実行と見直し

　上記施策を実施するにあたり、経営資源の「選択と集中」「業務改革」により生産性の向上、利益の確保を確かにする

ために、平成20年度から平成22年度の新中期経営計画を平成20年４月に作成、実行しております。また、平成20年度の実績

を踏まえ、平成21年６月に一部見直しを行っております。さらに、第２四半期連結累計期間の実績を踏まえ、同年10月に改

定版を作成しました。今後も引き続き、達成状況並びに市場の動向について絶えず見直し、改善を図って

まいります。

　しかし、これらの施策の一部は関係者との協議を行いながら進めている途上であるため、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、当社グループは上記のような施策を実行中であり、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。　

　　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　連結の範囲に関する事項の変更 連結の範囲の変更

　第２四半期連結会計期間より、株式会社創健エス・シー・エスを新設したた

め、連結の範囲に含めております。

 

【表示方法の変更】

 
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　（四半期連結貸借対照表関係）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令

第50号）の適用に伴い、前第３四半期連結会計期間末において、「商品」「製品」として掲記されていたものは、当第

３四半期連結会計期間末は「商品及び製品」と一括して掲記しております。なお、当第３四半期連結会計期間末に含

まれる「商品」「製品」は、それぞれ184,000千円、1,018千円であります。

　また、前第３四半期連結会計期間末において、「原材料」と流動資産の「その他」に含めていた「貯蔵品」(17,565

千円)は、当第３四半期連結会計期間末は「原材料及び貯蔵品」と一括して掲記しております。なお、当第３四半期連

結会計期間末に含まれる「原材料」「貯蔵品」は、それぞれ14,299千円、8,316千円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算出する方法によっております。

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

  

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　　　　　該当事項はありません。　　 

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

主※ 主※

荷造運送・保管費 353,140千円

貸倒引当金繰入額 33,544

給料手当 417,474

研究開発費 28,117

退職給付費用 19,687

役員退職慰労引当金繰入額 9,500

荷造運送・保管費   230,262千円

給料手当   327,245

研究開発費    26,572

退職給付費用   26,632

役員退職慰労引当金繰入額     5,000

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

主※ 主※

荷造運送・保管費 132,337千円

貸倒引当金繰入額 2,825

給料手当 138,130

研究開発費 8,958

退職給付費用 6,744

役員退職慰労引当金繰入額 3,300

荷造運送・保管費    75,254千円

給料手当   103,920

研究開発費     7,337

退職給付費用     8,701

役員退職慰労引当金繰入額     1,700

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 (平成20年12月31日現在)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 (平成21年12月31日現在)

現金及び預金勘定 908,708千円

有価証券(ＭＭＦ) 12,225

現金及び現金同等物 920,934千円

 

現金及び預金勘定    635,397千円

有価証券(ＭＭＦ)     12,247

現金及び現金同等物   647,645千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　7,055,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数　

　普通株式　　　　　　　　　　2,950株

  

３．新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至

平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）　

　当連結グループは、健康自然食品の卸売業として、同一セグメントに属する商品の企画、仕入、販売を行

っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。　

　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至

平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　その他有価証券で時価のあるものが、前連結会計年度末と比べて著しい変動が認められないため、記載を省略し

ております。

 

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額     136.02　円 １株当たり純資産額     145.97円

 

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △8.12円 １株当たり四半期純損失金額(△)     △10.75円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失(△）　 　　　　　　　　（千円） △57,281     △75,874

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（千円） ―     ―

普通株式に係る四半期純損失(△)　　　（千円） △57,281     △75,874

期中平均株式数　　　　　　　　　　　　（株） 7,052,050     7,052,050

  

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △7.51円 １株当たり四半期純損失金額(△)     △2.05円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失(△）　 　　　　　　　　（千円） △52,964     △14,473

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（千円） ―     ―

普通株式に係る四半期純損失(△)　　　（千円） △52,964     △14,473

期中平均株式数　　　　　　　　　　　　（株） 7,052,050     7,052,050
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（重要な後発事象）

　　　  　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取

引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会

計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年２月12日

株式会社創健社

取締役会　御中
 

監査法人　保森会計事務所

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 津倉　　眞　　印

  　  　

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 若林　正和　　印

  

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社創健社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社創健社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度において1,236千円の営業利益、第２四半期連結会

計期間において9,095千円の四半期純利益を計上したが、それらを除き、当第３四半期連結累計期間まで営業損失、四半期

（当期）純損失が長期間継続している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する

経営計画等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要

な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

※１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

※２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年２月10日

株式会社創健社

取締役会　御中
 

監査法人　保森会計事務所

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 津倉　　眞　　印

  　  　

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 若林　正和　　印

  

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社創健社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社創健社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は営業損失等の計上が長期間継続している状況にあり、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。

四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に

反映されていない。

　　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

※１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

※２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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